
妊娠・出産等に関するハラスメント、
育児・介護休業等に関するハラスメントⅤ

男女雇用機会均等法第15条では、妊娠・出産等に関するハラスメント（※１）、育児・介護休業法第25

条では、育児・介護休業等に関するハラスメント（※２）について、事業主に防止措置を講じることを義務

付けています。

※１ 職場における妊娠・出産等に関するハラスメントを指します。以下同じ。

※２ 職場における育児・介護休業等に関するハラスメントを指します。以下同じ。

【男女雇用機会均等法（抄）】

（職場における妊娠、出産等に関する言動に起因する問題に関する雇用管理上の措置等）

第15条 事業主は、職場において行われるその雇用する女性労働者に対する当該女性労働者が妊娠したこと、

出産したこと、妊娠又は出産に関する事由であって厚生労働省令で定めるものに関する言動により当該女

性労働者の就業環境が害されることのないよう、当該女性労働者からの相談に応じ、適切に対応するため

に必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。

２ 事業主は、労働者が前項の相談を行つたこと又は事業主による当該相談への対応に協力した際に事実を

述べたことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。

【育児･介護休業法（抄）】

（職場における育児休業等に関する言動に起因する問題に関する雇用管理上の措置等）

第25条 事業主は、職場において行われるその雇用する労働者に対する育児休業、介護休業その他の子の養

育又は家族の介護に関する厚生労働省令で定める制度又は措置の利用に関する言動により当該労働者の就

業環境が害されることのないよう、当該労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整

備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。
２ 事業主は、労働者が前項の相談を行ったこと又は事業主による当該相談への対応に協力した際に事実を

述べたことを理由として、当該労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはならない。

妊娠・出産等に関するハラスメント、育児・介護休業等に関するハラスメントとは、「職場」（＊１）に

おいて行われる上司・同僚からの言動（妊娠・出産したこと、育児・介護休業等の制度等の利用に関する言

動）により、妊娠・出産した「女性労働者」や育児・介護休業等の制度等を利用しようとした又は利用した

「男女労働者」（＊２）の就業環境が害されることです。

妊娠の状態や育児・介護休業等の制度等の利用等と嫌がらせとなる行為の間に因果関係があるものがハラ

スメントに該当します。

なお、業務分担や安全配慮等の観点から、客観的にみて、業務上の必要性に基づく言動によるものはハラ

スメントには該当しません。

＊１「職場」、＊２「労働者」については、Ｐ２参照
※「制度等」とは産前休業その他の妊娠又は出産に関する制度又は措置、育児休業、介護休業等の制度又は措置

⇒ 詳しくは15ページ

「業務上の必要性」の判断

部下が休業等をするとなると、上司としては業務の調整を行う必要があります。そのため、ある程度調整

が可能な休業等（例えば、定期的な妊婦健診の日時）について、その時期を調整することが可能か労働者の

意向を確認するといった行為までがハラスメントとして禁止されるものではありません。

ただし、労働者の意を汲まない一方的な通告はハラスメントとなる可能性がありますので注意してくださ

い。 ⇒ 詳しくは19ページ

１．妊娠・出産等に関するハラスメント、育児・介護休業等に関するハラスメントとは

※令和７年の労働施策総合推進法等一部改正法による改正後のもの。
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①産前休業

②妊娠中及び出産後の健康管理に関する措置

（母性健康管理措置）

③軽易な業務への転換

④変形労働時間制での法定労働時間を超える

労働時間の制限、時間外労働及び休日労働の

制限並びに深夜業の制限

⑤育児時間

⑥坑内業務の就業制限及び危険有害業務の

就業制限

①育児休業（産後パパ育休を含む）

②介護休業

③子の看護等休暇

④介護休暇

⑤所定外労働の制限

⑥時間外労働の制限

⑦深夜業の制限

⑧育児のための所定労働時間の短縮措置

⑨始業時刻変更等の措置

⑩介護のための所定労働時間の短縮等の措置
⑪柔軟な働き方を実現するための措置

※⑧～⑪は就業規則にて措置が講じられていることが必要です

男女雇用機会均等法が対象とする制度又は措置 育児･介護休業法が対象とする制度又は措置

「制度等の利用への嫌がらせ型」とは

次に掲げる制度又は措置（制度等）の利用に関する言動により就業環境が害されるものをいいます。

１ 対象となる制度又は措置

(1) 解雇その他不利益な取扱いを示唆するもの

労働者が、制度等の利用の請求等（措置の求め、請求又は申出をいう。以下同じ。）をしたい旨を上司に

相談したことや制度等の利用の請求等をしたこと、制度等の利用をしたことにより、上司がその労働者に対

し、解雇その他不利益な取扱いを示唆することです。

２ 防止措置が必要となるハラスメント

「妊娠・出産等に関するハラスメント」には「制度等の利用への嫌がらせ型」と「状態への嫌がらせ
型」があり、「育児・介護休業等に関するハラスメント」には「制度等の利用への嫌がらせ型」があり
ます。

●典型的な例

・ 産前休業の取得を上司に相談したところ、「休みを取るなら辞めてもらう」と言われた。

・ 時間外労働の制限について上司に相談したところ、「次の査定の際は昇進しないと思え」と言わ
れた。

●ハラスメントの対象となる労働者は、妊娠・出産に関する制度を利用する（利用しようとする、利用し

た）女性労働者及び育児･介護に関する制度等を利用する（利用しようとする、利用した）男女労働者で

す。

●ハラスメント行為者となり得るのは、上司です。

●「解雇その他不利益な取扱いを示唆するもの」とは、労働者への直接的な言動である場合に該当し、１回

の言動でも該当します。

ポイント

２．妊娠・出産等に関するハラスメント、
育児・介護休業等に関するハラスメントの内容
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●ハラスメントの対象となる労働者は、妊娠・出産に関する制度を利用する（利用しようとする）女性労働

者及び育児･介護に関する制度等を利用する（利用しようとする）男女労働者です。

●ハラスメント行為者となり得るのは、上司・同僚です。

●労働者への直接的な言動である場合に該当します。また、単に言動があるのみでは該当せず、客観的にみ

て、一般的な労働者であれば、制度等の利用をあきらめざるを得ない状況になるような言動を指します。

●上司がこのような言動を行った場合は、１回でも該当しますが、同僚がこのような言動を行った場合につ

いては、繰り返し又は継続的なもの（意に反することを伝えているにもかかわらず、このような言動が行

われる場合はさらに繰り返し又は継続的であることは要しません）が該当します。

●労働者が制度の利用を請求したところ、上司が個人的に請求を取り下げるよう言う場合については、ハラ

スメントに該当し、事業主は措置を講じる必要があります。

一方、単に上司が個人的に請求等を取り下げるよう言うのではなく、事業主として請求等を取り下げさ

せる（制度等の利用を認めない）場合については、そもそも制度等の利用ができる旨規定している各法

（例えば産前休業の取得であれば労働基準法第65条第１項）に違反することになります。

●事業主が労働者の事情やキャリアを考慮して、育児休業等からの早期の職場復帰を促すこと自体は制度等

の利用が阻害されるものに該当しません。ただし、このような場合でも職場復帰のタイミングは労働者の

選択に委ねられるべきものであり、早期の職場復帰を強要し、制度等の利用を阻害するような場合はハラ

スメントに該当します。

(2) 制度等の利用の請求等又は制度等の利用を阻害するもの

以下のような言動が該当します。
①労働者が制度の利用の請求をしたい旨を上司に相談したところ、上司がその労働者に対し、請求をしな

いように言うこと。
②労働者が制度の利用の請求をしたところ、上司がその労働者に対し、請求を取り下げるよう言うこと。
③労働者が制度の利用の請求をしたい旨を同僚に伝えたところ、同僚がその労働者に対し、繰り返し又は

継続的に、請求をしないように言うこと。
④労働者が制度利用の請求をしたところ、同僚がその労働者に対し、繰り返し又は継続的に、その請求等

を取り下げるよう言うこと。

●典型的な例

・ 育児休業の取得について上司に相談したところ、「男のくせに育児休業を取るなんてあり得な
い」と言われ、取得をあきらめざるを得ない状況になっている。

・ 産後パパ育休の取得を周囲に伝えたところ、同僚から「迷惑だ。自分なら取得しない。あなた
もそうすべき」と繰り返し言われ苦痛に感じた。

・ 介護休業について請求する旨を周囲に伝えたところ、同僚から「自分なら請求しない。あなた
もそうすべき」と言われた。「でも自分は請求したい」と再度伝えたが、再度同様の発言をされ、
取得をあきらめざるを得ない状況になっている。

ポイント
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ポイント

●ハラスメントの対象となる労働者は、妊娠・出産に関する制度等を利用した女性労働者及び育児･介護に関

する制度等を利用した男女労働者です。

●ハラスメント行為者となり得るのは、上司・同僚です。

●労働者への直接的な言動である場合に該当します。また、単に言動があるのみでは該当せず、客観的にみ

て、一般的な労働者であれば、能力の発揮や継続就業に重大な悪影響が生じる等当該労働者が就業する上

で看過できない程度の支障が生じるようなものを指します。

●このハラスメントは、上司、同僚のいずれの場合であっても繰り返し又は継続的なもの （意に反すること

を伝えているにもかかわらず、さらにこのような言動が行われる場合はさらに繰り返し又は継続的である

ことは要しません）が該当します。

●言葉によるものだけではなく、必要な仕事上の情報を与えない、これまで参加していた会議に参加させな

いといった行為もハラスメントになります。

・ 上司・同僚が「所定外労働の制限をしている人には大した仕事はさせられない」と繰り返し又は継
続的に言い、専ら雑務のみさせられる状況となっており、就業する上で看過できない程度の支障が
生じている（意に反することを明示した場合に、さらに行われる言動も含む）。

・ 上司・同僚が「自分だけ短時間勤務をしているなんて周りを考えていない。迷惑だ。」と繰り返し
又は継続的に言い、就業をする上で看過できない程度の支障が生じている（意に反することを明示
した場合に、さらに行われる言動も含む）。

●典型的な例

ポイント

(3) 制度等を利用したことにより嫌がらせ等をするもの

労働者が制度等を利用したところ、上司・同僚がその労働者に対し、繰り返し又は継続的に嫌がらせ等を
することをいいます。

「嫌がらせ等」とは、嫌がらせ的な言動、業務に従事させないこと、又は専ら雑務に従事させることをい

います。
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●ハラスメントの対象となる労働者は、妊娠等した女性労働者です。

●ハラスメント行為者となり得るのは、上司です。

●「解雇その他不利益な取扱いを示唆するもの」とは、労働者への直接的な言動である場合を言い、１回の

言動でも該当します。

●典型的な例

・ 上司に妊娠を報告したところ「他の人を雇うので早めに辞めてもらうしかない」と言われた。

ポイント

女性労働者が妊娠したこと、出産したこと等に関する言動により就業環境が害されるものをいいます。

①妊娠したこと。

②出産したこと。

③産後の就業制限の規定により就業できず、又は産後休業をしたこと。

④妊娠又は出産に起因する症状により労務の提供ができないこと若しくはできなかったこと又は労働能率が

低下したこと。

※「妊娠又は出産に起因する症状」とは、つわり、妊娠悪阻（にんしんおそ）、切迫流産、出産後の回復

不全等、妊娠又は出産をしたことに起因して妊産婦に生じる症状をいいます。

⑤坑内業務の就業制限若しくは危険有害業務の就業制限の規定により業務に就くことができないこと又はこ

れらの業務に従事しなかったこと。

１ 対象となる事由

「状態への嫌がらせ型」とは

(1) 解雇その他不利益な取扱いを示唆するもの

女性労働者が妊娠等したことにより、上司がその女性労働者に対し、解雇その他の不利益な取扱いを示

唆することです。

２ 防止措置が必要となるハラスメント
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(2) 妊娠等したことにより嫌がらせ等をするもの

女性労働者が妊娠等したことにより、上司・同僚がその女性労働者に対し、繰り返し又は継続的に嫌がら

せ等をすること。

●ハラスメントの対象となる労働者は、妊娠等した女性労働者です。

●ハラスメント行為者となり得るのは、上司・同僚です。

●労働者への直接的な言動である場合に該当します。また、単に言動があるのみでは該当せず、客観的にみ

て、一般的な女性労働者であれば、能力の発揮や継続就業に重大な悪影響が生じる等その労働者が就業す

る上で看過できない程度の支障が生じるようなものを指します。

●このハラスメントは、上司と同僚のいずれの場合であっても繰り返し又は継続的なもの（意に反すること

を伝えているにもかかわらず、このような言動が行われる場合はさらに繰り返し又は継続的であることは

要しません）が該当します。

●言葉によるものだけではなく、必要な仕事上の情報を与えない、これまで参加していた会議に参加させな

いといった行為もハラスメントになります。

●典型的な例

・ 上司・同僚が「妊婦はいつ休むかわからないから仕事は任せられない」と繰り返し又は継続的
に言い、仕事をさせない状況となっており、就業をする上で看過できない程度の支障が生じてい
る（意に反することを明示した場合にさらに行われる言動も含む）。

・ 上司・同僚が「妊娠するなら忙しい時期を避けるべきだった」と繰り返し又は継続的に言い、
就業をする上で看過できない程度の支障が生じている（意に反することを明示した場合にさらに
行われる言動も含む）。

○ 「制度等の利用」に関する言動の例

（１）業務体制を見直すため、上司が育児休業をいつからいつまで取得するのか確認すること。

（２）業務状況を考えて、上司が「次の妊婦健診はこの日は避けてほしいが調整できるか」と確認すること。

（３）同僚が自分の休暇との調整をする目的で休業の期間を尋ね、変更を相談すること。

※（２）や（３）のように、制度等の利用を希望する労働者に対する変更の依頼や相談は、強要しない場
合に限られます。

○ 「状態」に関する言動の例

（１）上司が、長時間労働をしている妊婦に対して、「妊婦には長時間労働は負担が大きいだろうから、業
務分担の見直しを行い、あなたの残業量を減らそうと思うがどうか」と配慮する。

（２）上司・同僚が「妊婦には負担が大きいだろうから、もう少し楽な業務に変わってはどうか」と配慮す
る。

（３）上司・同僚が「つわりで体調が悪そうだが、少し休んだ方が良いのではないか」と配慮する。

※（１）から（３）のような配慮については、妊婦本人にはこれまでどおり勤務を続けたいという意欲がある
場合であっても、客観的にみて、妊婦の体調が悪い場合は業務上の必要性に基づく言動となります。

ハラスメントには該当しない業務上の必要性に基づく言動の具体例

ポイント
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【男女雇用機会均等法第９条第３項（抄）】

事業主は、その雇用する女性労働者が妊娠したこと、出産したこと、その他の妊娠又は出産に関する事由
であって厚生労働省令で定めるものを理由として、当該女性労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをし
てはならない。

(1) 妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いとは

男女雇用機会均等法第９条第３項では、女性労働者の妊娠・出産等厚生労働省令で定める事由を理由とす
る解雇その他不利益取扱いを禁止しています。

禁止される不利益取扱いの具体的内容については、指針（※）において示しています。

厚生労働省令で定める事由

１ 妊娠したこと。

２ 出産したこと。

３ 妊娠中及び出産後の健康管理に関する措置（母性健康管理措置）を求め、又は当該措置を受けたこと。

４ 坑内業務の就業制限若しくは危険有害業務の就業制限の規定により業務に就くことができないこと、坑内業務
に従事しない旨の申出若しくは就業制限の業務に従事しない旨の申出をしたこと又はこれらの業務に従事しな
かったこと。

５ 産前休業を請求し、若しくは産前休業をしたこと又は産後の就業制限の規定により就業できず、若しくは産後
休業をしたこと。

６ 軽易な業務への転換を請求し、又は軽易な業務に転換したこと。

７ 事業場において変形労働時間制がとられる場合において１週間又は１日について法定労働時間を超える時間に
ついて労働しないことを請求したこと、時間外若しくは休日について労働しないことを請求したこと、深夜業
をしないことを請求したこと又はこれらの労働をしなかったこと。

８ 育児時間の請求をし、又は育児時間を取得したこと。

９ 妊娠又は出産に起因する症状により労務の提供ができないこと若しくはできなかったこと又は労働能率が低下
したこと。

※ 「妊娠又は出産に起因する症状」とは、つわり、妊娠悪阻（にんしんおそ）、切迫流産、出産後の回復不全
等、妊娠又は出産をしたことに起因して妊産婦に生じる症状をいいます。

妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの例

１ 解雇すること。

２ 期間を定めて雇用される者について、契約の更新をしないこと。

３ あらかじめ契約の更新回数の上限が明示されている場合に、当該回数を引き下げること。

４ 退職又は正社員をパートタイム労働者等の非正規雇用社員とするような労働契約内容の変更の強要を行うこ
と。

５ 降格させること。

６ 就業環境を害すること。

７ 不利益な自宅待機を命ずること。

８ 減給をし、又は賞与等において不利益な算定を行うこと。

９ 昇進・昇格の人事考課において不利益な評価を行うこと。

10 不利益な配置の変更を行うこと。

11  派遣労働者として就業する者について、派遣先が当該派遣労働者に係る労働者派遣の役務の提供を拒むこと。

※「労働者に対する性別を理由とする差別の禁止等に関する規定に定める事項に関し、事業主が適切に対処するための指針」

【参考】 妊娠・出産等、育児・介護休業等を理由とする不利益取扱い
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育児･介護休業法第10条等では、育児・介護休業等の申出・取得等を理由とする解雇その他不利益な取扱
いを禁止しています。

不利益取扱い禁止の対象となる制度等

１ 育児休業（育児のために原則として子が１歳になるまで取得できる休業）

２ 産後パパ育休（育児のために子の出生後8週間以内に4週間（２回に分割可）まで、１の育児休業とは別に取得できる休
業）

３ 介護休業（介護のために対象家族1人につき最大で３回まで分割して通算93日間取得できる休業）

４ 子の看護等休暇（子の看護等のために１年間に5労働日（子が２人以上の場合10労働日）取得できる休暇）

５ 介護休暇（介護のために１年間に5労働日（対象家族が２人以上の場合10労働日）取得できる休暇）

６ 所定外労働の制限（育児又は介護のため残業を免除）

７ 時間外労働の制限（育児又は介護のため時間外労働を制限（1か月24時間、1年150時間以内））

８ 深夜業の制限（育児又は介護のため深夜業を制限）

９ 所定労働時間の短縮措置等（育児又は介護のため所定労働時間を短縮等する制度）

10 始業時刻変更等の措置（育児又は介護のために始業時刻を変更する等の制度）

11 本人又は配偶者の妊娠・出産等の申出

12 産後パパ育休期間中の就業可能日等を申出・同意しなかったこと（労使協定を締結している場合に限り、労働
者が合意した範囲で産後パパ育休期間中に就業することが可能）

13 対象家族の介護に直面した旨の申出

14 妊娠・出産等の申出時や子が３歳になる前の時期に確認された労働者の仕事と育児の両立に関する意向
の内容

15 ３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者の柔軟な働き方を実現するための措置
※下線の措置については、事前に就業規則にて措置が講じられていることが必要です。

１ 解雇すること。

２ 期間を定めて雇用される者について、契約の更新をしないこと。

３ あらかじめ契約の更新回数の上限が明示されている場合に、当該回数を引き下げること。

４ 退職又は正社員をパートタイム労働者等の非正規雇用社員とするような労働契約内容の変更の強要を行うこ
と。

５ 自宅待機を命ずること。

６ 労働者が希望する期間を超えて、その意に反して所定外労働の制限、時間外労働の制限、
深夜業の制限又は所定労働時間の短縮措置等を適用すること。

７ 降格させること。

８ 減給をし、又は賞与等において不利益な算定を行うこと。

９ 昇進・昇格の人事考課において不利益な評価を行うこと。

10 不利益な配置の変更を行うこと。

11 就業環境を害すること。

12 派遣労働者として就業する者について、派遣先が当該派遣労働者に係る労働者派遣の役務の提供を拒むこと。

育児・介護休業等の申出・取得等を理由とする不利益取扱いの例

(2) 育児・介護休業等の申出・取得等を理由とする不利益取扱いとは

【育児･介護休業法第10条】

事業主は、労働者が育児休業の申出をし、又は育児休業をしたことを理由として、当該労働者に対して解
雇その他不利益な取扱いをしてはならない。

※その他育児･介護休業法第16条、第16条の4、第16条の7、第16条の10、第18条の２、第20条の2、第21条第６項、第23条の２、第
23条の３第７項で規定されています。
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